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要　旨

　本研究の目的は韓国の「健康保険の老人診療費」が最近 10 年間どのような推移を見

せてきており，変化の主な要因は何かを分析して，韓国の最近 10 年と似た年齢構造を

持っていた時代の日本の状況と比較することにある．主要な分析結果と意味をまとめる

と次のようになる．

　第一に，「老人診療費」の増加は，人口高齢化による高齢層の増加だけではなく，老

人一人の平均医療費自体の増加にも起因することが確認される．韓国の「老人診療費」

の増加速度は，類似した人口高齢化水準であった時代の日本の「老人医療費」の増加速

度より早い．急増した所得水準及び医療技術の進歩など人口高齢化以外の要因の影響で

あると思われる．第二に，人口高齢化によって，高い医療費を伴う終末期の年齢が多く

なることと，過去の終末期の年齢は今はもうそうではない初期の高齢層に属することは

人口高齢化が「健康な高齢化（healthy ageing）」を伴っていることを示唆している．

第三に， 2010 年代の増加率の鈍化は「老人 1 人当り診療費」の増加の鈍化に起因した

ものではあるが，「加入者数」の影響力も増加した．老人の診療費の増加において「価

格」の増加以外にも「老人 1 人診療量」の増加が主な要因だったことが確認される．第

四に，「老人 1 人当り診療費」の寄与率が「人口高齢化」の寄与率より高いことは日本

においても同じであったが，日本の場合よりその差が大きかった．

キーワード：老人診療費，増加要因， 人口高齢化，寄与率，日韓比較

　Ⅰ．序論

   高齢化による慢性疾患の増加と，これによる医療費の増加は，すべての国家にとって挑戦と

なっている．韓国の場合も例外ではない．さらに，韓国は高齢化の速度が早く，その挑戦の大き
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さも大きい．韓国のベビーブーマー（1955-63 年生まれ）は，2020 年代に 65-74 歳の人口グルー

プ，すなわち相対的に若い老人層を構成することになる．幸いなことは，これらの世代の健康水

準は現在の高齢者層が同じ年齢であった時期の健康水準に止まっていない可能性が見られるとい

う点である．「健康な高齢化（healthy ageing）」の可能性である．

   日本では韓国より数十年も早く人口高齢化が進んでいる．高齢化による様々な挑戦に直面して

きており，これに対する対策も多様に試みられてきた．このような日本の経験は，韓国にはこの

上なく大事な価値を提供する．試行錯誤を減らし，制度改善を模索するのに貴重な参考になって

おり，今後もそうだろう．

   韓国の総経常医療費は最近まで二桁の増加率を見せてきたが，2010 年代になってやっと一桁

に低下し始めた一方，日本の「国民医療費」は過去 20 年間増加率が 4％以上になったことはな

い．どこでこのような違いが生じたのだろうか．ここで日本が過去に韓国の今と類似した人口高

齢化の水準にあった時はどうなったのだろうかという疑問が生じる．日本は韓国が今から 10 年

前の 2005 年の人口高齢化の水準に該当した時代である 1983 年に老人保健法に基く老人医療事業

を開始した．本稿は韓国の「健康保険の老人診療費」が最近 10 年間どのような推移を見せてき

ており，変化の主な要因は何かを分析して，韓国の最近 10 年と似た年齢構造を持っていた時代

の日本の状況と比較する．

　Ⅱ．分析方法 

   日本では「老人医療費」と言うと「老人医療制度」の対象者のための医療費を指す．韓国は高

齢者のための別途の医療制度を持っていないため，本稿における韓国の「健康保険の老人診療

費」（以下，「老人診療費」と呼ぶ）は「年齢的に老人グループに属する健康保険の対象者が給付

項目に対して支出した医療費」と操作的に定義している．老人人口の最低年齢を 65 歳，70 歳，

75 歳のいずれにするかによって，その外縁が変わる．年齢層は基本的に「65 歳以上」を本稿の

分析の対象とする．ただし，日本の老人医療制度における「老人医療費」との比較のために，70

歳以上の「老人診療費」も一緒に見ている1．

   「老人診療費」は財源としては健康保険給付項目に対して国民健康保険公団が支払う「保険者

負担分」及び患者が支払う「法定本人負担金」を含む．患者が保険外の項目について支払う「非

給付本人負担」は含まない．その規模が正確に統計に取られていないので精巧な分析が難しいか

らである．分析データは健康保険統計年報の公式資料を使う．

   本研究の分析方法を理解するためには，韓国健康保険における診療報酬の構成及び決定方式を

知らなければならない．日本の医療保険では 2 年に一度行われる政府主導の診療報酬改定でサー

ビスや医薬品などの点数が個別的に変わるが，韓国の健康保険では，2000 年から「資源基準相

対価値（Resource-based Relative-value Scale: RBRVS）」方式が導入され，毎年，国民健康保

険公団と医療供給者団体との間で換算指数（1 点の価値）に対する契約が行われる．2007 年まで
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はすべての項目に対して同じ換算指数引き上げ率が適用されたが，2008 年からは病院，医院（日

本の「診療所」に当たる），薬局，漢方病院・医院，歯科病院・医院，助産所，保健機関の 7 つ

の類型別にそれぞれ換算指数の引き上げ率が決められている．相対価値点数は概ね 5 年に一度改

正されており，各点数の単価と頻度の積の合計である総点を変化させないで項目間の相対的価値

だけを調整する原則になっている．

　〈Box 1〉は「老人診療費」をその構成要素の恒等式で表示したものである．「老人 1 人当り診

療費」は「老人 1 人当り日数」と「1 日当り老人診療費」の積であり2，「1 日当り老人診療費」

は更に「1 日の診療強度」と「価格」の積である．「価格」は「相対価値点数」3 及び「換算指数」

から構成される．「1 日の診療強度」は「1 日当り老人診療費」を価格（「相対価値点数」と「換

算指数」の積）で割って算出する．「1 日の診療強度」の変化には 1 人の患者に 1 日に提供され

るサービスの「種類」の変化などが含まれる．このような「老人 1 人当り日数」と「1 日の診療

強度」の積が「老人 1 人当り診療量」である．

〈Box 1〉　老人診療費の恒等式

Exp＝Pop x Exp/Pop

＝Pop x V x F

＝ Pop x（D x I）x（R x C）

［ここで，Exp：老人診療費，Pop：老人人口数

V：老人 1 人当り診療量，F：平均価格，D：入院訪問日数，I：一日の診療強度 

R: 平均相対価値点数（＝∑Qi.Ri / ∑Qi），C：換算指数］

　「寄与率分析」は医療費の増加に対するその構成要素の寄与の水準を確認することである．「老

人 1 人当り診療費」の増加に対する「老人加入者数」の増加の寄与率は〈Box 2〉で見るように

になる．「老人 1 人当り日数」及び「1 日の診療強度」の寄与率

も同じ方法で算出され，このふたつの合計が「老人 1 人診療量」の寄与率になる．同様に「相対

価値点数」及び「換算指数」の寄与率が算出され，このふたつの合計が「価格」の寄与率になる．

　本研究は韓国における最近 10 年間（2005-2015 年）の状況を分析対象とする．また，韓国と

同様に健康保険制度を持っているし，西欧国家に比べて相対的に韓国に似た環境を持っている日

本と比較する．両国は人口高齢化の進行水準が異なる点を考慮する．〈表 1〉で見るように，韓

国において 2005 年の老人人口の割合は日本の 1980-85 年の人口高齢化の水準に該当し，韓国の

2015 年は日本の 1990-95 年に該当する．二木（1995）は 1983-93 年の日本の「老人医療費」を分

析しているので，本研究において韓国の分析結果を解釈する時，二木（1995）が提示した分析結

果を引用して比較する．
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〈表 1〉韓国と日本の人口高齢化水準の比較

資料：韓国は「KOSIS」　日本は「国勢調査」
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　Ⅲ．分析の結果及び考察

　１）「老人診療費」の推移

   〈表 2〉で見るように，65 歳以上の「老人診療費」は 2015 年 22.2 兆ウォンであり，「全加入者

の健康保険診療費」58.8 兆ウォンの 37.8％を占める．22.2 兆ウォンは 2005 年の 6.1 兆ウォンの

3.7 倍に相当し，「老人診療費」の割合 37.8％も 2005 年の 24.4％から大きく増加した．日本の

「国民医療費」は事実上医療保険を中心とした医療費で，韓国の「健康保険診療費」と類似した

概念である．このような点から見ると，韓国の「健康保険診療費」の増加速度（2015 年の指数

＝ 236. 基準年は 2005 年）が類似した老人人口割合を持っていた時代の日本の「国民医療費」の

増加速度（1993 年の指数＝ 168. 基準年は 1993 年）より早かったことが確認される．日本の「老

人医療費」は 70 歳以上の老人を主な対象としているため，韓国の 70 歳以上の老人の診療費の推

移と比較してみると，韓国の「老人診療費」の増加速度（2015 年の指数＝ 457）が類似した老人

人口割合を持っていた時代の日本の「老人医療費」の増加速度（1993 年の指数＝ 225）より 2 倍

以上早い．しかし，韓国の 70 歳以上の「老人診療費」の対「健康保険診療費」割合が 2005 年

14.9％から 2015 年 28.8％へ 2 倍に増加した結果，日本の 1993 年の「老人医療費」割合である

〈表 2〉年齢グループ別の「老人診療費」の推移 : 日本の「老人医療費」との比較

資料：1）国民健康保険公団・健康保険審査評価院（各年度）　2）二木立（1995: 4）

（単位：韓国は 10 億ウォン，日本は億円）
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30.6％にほぼ近い水準になったことは注目に値する． 過去にはそんなに高くなかった「老人診

療費」がこの間急増した所得水準にふさわしい医療利用パターンへ急速に転換した結果と解釈さ

れる．

　「老人診療費」の増加は，人口高齢化による「老人人口」の増加だけではなく，「老人 1 人当り

診療費」自体の増加にも起因する．〈表 3〉で見るように，2015 年 65 歳以上の「老人 1 人当り診

療費」は名目「価格」で 357 万ウォンであり，65 歳未満の「1 人当り健康保険診療費」の 4.3 倍

に達した．「老人 1 人当り診療費」の増加指数は 2015 年 253 であった．「65 歳以上の老人 1 人当

り診療費」は 2005 年 65 歳未満の「1 人当り診療費」の 3.2 倍から 2015 年 4.3 倍に増加した．

   韓国の「全加入者の健康保険診療費」総額の増加速度（2015 年の指数＝ 222）は，二木立

（1995: 6）で分析された日本の「国民医療費」の増加速度（1993 年の指数＝ 160）より速かった．

同じく，韓国の「70 歳以上の老人診療費」の増加速度（2015 年の指数＝ 257）は，類似した老

人人口割合を持っていた時代の日本の「老人医療費」の増加速度（1993 年の指数＝ 142；二木

立，1995）より早い．「70 歳以上の 1 人当り老人診療費」は「70 歳未満の 1 人当り診療費」の

2005 年 3.6 倍から 2015 年 4.7 倍に増加した．二木立（1995: 11）によると日本の老人医療費にお

けるいわば「老若比率」は 1993 年で 5.1 倍であった．

　〈表 3〉はまた， 「老人 1 人当り診療費」が年齢グループごとに若干異なるパターンを見せてい

ることを知らせてくれる．2015 年現在「75 歳以上の老人 1 人当り診療費」（409 万ウォン）は

注 :　名目値である

〈表 3〉「老人 1 人当り診療費」の推移：全年齢，65 歳以上，70 歳以上及び 75 歳以上

（単位 : 千ウォン）
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「65 歳以上の老人の 1 人当り診療費」（357 万ウォン）よりかなり高い．しかし，2006 年以前は

逆に「65 歳以上の老人 1 人当り診療費」が「75 歳以上」より高かった．「70 歳以上の老人 1 人

当り診療費」は最近まで「75 歳以上の老人 1 人当り診療費」より高かったが，2014 年から逆転

し始め，翌年の 2015 年には「75 歳以上」の医療費が「70 歳以上の医療費」をかなり凌駕するよ

うになった．これは，一方では人口高齢化によって高い医療費を伴う終末期の年齢が多くなった

こと，一方では過去の終末期の年齢は今はもうそうではない初期の高齢層に属することを示して

いる．これらの年齢層の健康水準は過去の同じ年齢層の健康水準より高くなったから生じる現象

である．これは韓国の人口高齢化が「健康な高齢化（healthy ageing）」を伴っていることを示

すものと受け止められる（丁炯先・宋洋民，2013）．

　２）構成要素別増加率及び寄与率

   〈表 4〉は 2005 年以降の「老人診療費」増加率をその構成要素別に分解した結果である．65 歳

以上の「老人診療費」は過去の 10 年間（2005-2015 年）年平均 13.9％増加した．しかし，2000

年代（2005-2009 年）の年平均増加率 19.6％に比べれば，2010 年代（2010-2015 年）に入ってか

らは増加の傾向が鈍化している（年平均 10.2％）．「65 歳以上の加入者数」の増加率は 2000 年代

の 5.3％から 2010 年代の 4.3％に微かに減少した反面，「老人 1 人当り診療費」の増加率は

13.5％から 5.6％に急減した．2000 年代には「老人加入者数」の増加よりは「老人 1 人当り診療

費」の増加が「老人診療費」の変化を主導したことと比べ，2010 年代には「老人 1 人当り診療

費」の増加の幅が減り，「老人加入者数」の増加の影響が相対的に増したことが確認される．つ

まり，2010 年代の増加率の鈍化は「老人 1 人当り診療費」の増加の鈍化に起因したものであり，

「老人加入者数」の影響力も増加して「老人 1 人当り診療費」の影響力と類似した水準に至った．

   「老人 1 人当り診療費」の増加の中身を見ると，過去 10 年間の「老人 1 人当り診療費」の増加

（年平均増加率 8.7％）は，「老人 1 人当り日数」の増加（年平均増加率 3.3％）よりは「1 日当り

診療費」の増加（年平均増加率 5.3％）が主導していることが確認される．「1 日当り診療費」の

増加（増加率 5.3％）を再び分解してみると，「価格」の増加が 3.7％，「1 日の診療強度」が 1.5％

であった．「価格」の増加においては「換算指数」の増加（増加率 2.3％）がその主な要素であ

るが，「相対価値点数」の増加（増加率 1.4％）も侮れない伸び率を見せた．ただし，「相対価値

点数」の増加は主に 2008 年からの第一次相対価値改正によるものであり，第二次相対価値改正

の遅れ（2018 年から適用できると予想される）から 2010 年代にはあまり変化を見せていない．

「1 日当り診療費」の増加からこのような「価格」の変化を除いた部分である 1.5％の増加率は「1

日の診療強度」の変化や「給付の拡大」などのさまざまな要因を含む．総合すると，「老人 1 人

当り診療費」の年平均増加率 8.7％は「価格」の増加率 3.7％と「老人 1 人診療量」の増加率

4.8％からなっている（1.087 ＝ 1.037x1.048）．老人の診療費の増加において「価格」の増加以外

にも「老人 1 人診療量」の増加が主な要因だったことが確認される．

　〈表 5〉は〈表 4〉に示された増加率を用いて「老人診療費」の増加に対する構成要素の寄与率
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を分析したものである．〈表 4〉の構成を若干変えて「診療費＝価格（P）x 診療量（V）」の関

係を浮き彫りにして見せている．

   この 10 年間，「老人診療費」の年平均増加の中で 62.2％は「老人 1 人当り診療費」の増加によ

るもので，46.9％は「老人加入者数」の増加によるものであった．「老人 1 人当り診療費」の増

加による部分は，更に「価格」の増加に起因する部分（寄与率 29.4％）と診療量の増加に起因

する部分（寄与率 33.4％）に分けられる．「老人 1 人当り診療費」の寄与率の中でも「老人 1 人

診療量」の寄与率が高かった．しかし，2010 年代には 2000 年代に比べて「老人 1 人診療量」の

寄与率が低くなった．

   換算指数の契約など現実の政策面では，対前年度増加額の構成要素別寄与額をも知る必要があ

る．直近の 2015 年を見れば，対前年度「老人診療費」の増加額の 2 兆 2,236 億ウォンのうち「老

※年平均は算術平均

〈表 5〉「老人診療費」の増加に対する構成要素別寄与率

（単位：10 億ウォン）
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人 1 人当り診療費」の増加によるものが 1 兆 5,150 億ウォン（寄与率 66.8％），「老人加入者数」

の増加によるものが 7,530 億ウォン（寄与率 33.2％）であった．〈表 5〉から，2011 年及び 2012

年に弱くなった「老人 1 人当り診療費」の増加の影響が 2013 年からは大幅に増加したことが確

認される．「老人 1 人当り診療費」の増加による部分の中で「老人 1 人診療量」の増加に起因し

た金額が 1 兆 590 億ウォン（寄与率 46.7％）で前年に比べて大幅に増加しており，「価格」の増

加に起因した金額は 4,560 億ウォン（寄与率 20.1％）でその半分以下であった．換算指数契約の

影響を弱める「診療量」の増加が続いていることが確認される．

　日本の「老人医療費」との比較のため「70 歳以上の老人診療費」の増加率および構成要素別

寄与率を分析してみた．〈表 6〉で見るように，この 10 年間韓国の 70 歳以上の「老人診療費」

は年平均 13.9％増加した．類似した高齢化の水準にあった 1983-1993 年の日本「老人医療費」の

増加率である 8.4％より高い．韓国の「老人 1 人当り診療費」は 8.7％増加して 60.1％の寄与率

であった反面，「老人加入者数」は年平均 4.7％増加し，39.9％の寄与率であった．「老人 1 当り

診療費」の寄与率が「人口高齢化」の寄与率より高いのは日本においても同じであったが，日本

の場合よりその差が大きかった．

　４．結論

　本研究の主要な分析結果と意味をまとめると次のようになる．

※日本の資料：二木立（1995: 5-8）

〈表 6〉「70 歳以上の老人診療費」の増加率および構成要素別寄与率の日韓比較
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   第一に，2015 年 65 歳以上の「老人診療費」は 22.2 兆ウォンであり，「健康保険診療費」全体

の 58.8 兆ウォンの 37.8％を占める．65 歳以上の「老人 1 人当り診療費」は 2015 年 357 万ウォ

ンであり，2005 年の 2.5 倍，2015 年 65 歳未満の「1 人当り診療費」の 4.3 倍であった．「老人診

療費」の増加は，人口高齢化による高齢層の増加だけではなく，老人一人の平均医療費自体の増

加にも起因することが確認される．韓国の「健康保険診療費」や「老人診療費」の増加速度は，

類似した人口高齢化水準であった時代の日本の「国民医療費」や「老人医療費」の増加速度より

早い．過去にはそんなに高くなかった「老人診療費」がこの間急増した所得水準にふさわしい医

療利用パターンへ急速に転換したこと，及び医療技術の進歩など人口高齢化以外の要因が現代に

もっと大きな影響を及ぼしていることを示唆する．

   第二に，人口高齢化によって，高い医療費を伴う終末期の年齢が多くなることと，過去の終末

期の年齢は今はもうそうではない初期の高齢層に属することが確認された．これは人口高齢化が

「健康な高齢化（healthy ageing）」を伴っていることを示唆している．

   第三に， 過去 10 年間（2005-2015 年）「老人診療費」の年平均増加率は 13.9％であり，2000 年

代（2005-2009 年）の 19.6％から 2010 年代（2010-2015 年）の 10.2％に減っている．「老人加入

者数」の増加率は 2000 年代の 5.3％から 2010 年代の 4.3％に微減したのに対して，「老人 1 人当

り診療費」の増加率は 13.5％から 5.6％に急減した．2010 年代の増加率の鈍化は「老人 1 人当り

診療費」の増加の鈍化に起因したものではあるが，「加入者数」の影響力も増加して「老人 1 人

当り診療費」の影響力に近い水準に至った．「老人 1 人当り診療費」の年平均増加率 8.7％は「価

格」の増加率 3.7％及び「老人 1 人診療量」の増加率 4.8％からなっている．老人の診療費の増

加において「価格」の増加以外にも「老人 1 人診療量」の増加が主な要因だったことが確認され

る．

   第四に，この 10 年間，「老人診療費」の年平均増加のうち 62.2％は「老人 1 人当り診療費」の

増加によるもので，46.9％は「老人加入者数」の増加によるものであった．「老人 1 人当り診療

費」の寄与率の中でも「老人 1 人診療量」の増加の寄与率が高かった．しかし，2010 年代には

2000 年代に比べて「老人 1 人診療量」の寄与率が低くなった．2015 年の対前年度「老人診療費」

の増加額である 2 兆 2,236 億ウォンのうち「老人 1 人当り診療費」の増加によるものが 1 兆 5,150

億ウォン（寄与率 66.8％），「老人加入者数」の増加によるものが 7,530 億ウォン（寄与率

33.2％）であった．「老人 1 人当り診療費」の増加による部分の中で「老人 1 人診療量」の増加

に起因した金額（1 兆 590 億ウォンで寄与率は 46.7％）が「価格」の増加に起因した金額（4,560

億ウォンで寄与率は 20.1％）の 2 倍を超えた．換算指数契約の影響を弱める診療量の増加が続

いていることを確認している．「老人 1 人当り診療費」の寄与率が「人口高齢化」の寄与率より

高いことは日本においても同じであったが，日本の場合よりその差が大きかった．

注

１　日本の老人医療制度の受給者は基本的に 70 歳以上の老人である．「65 歳以上 70 歳未満で障害認定を
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受けたもの」も含まれるが，その割合は極めて低いため（1993 年現在，受給者総数の 2.3％），「老人医

療費」は 70 歳以上の「老人医療費」と理解しても大きな支障がないようである． 

２　「1 人当り日数」も「受診件数」と「1 件当り日数」に分解可能であるが，第一に，健康保険統計年報

上の「受診件数」は実際の件数ではなく健康保険請求件数であるため，請求パターンによる不確実性が

含まれ，第二に，物量と「価格」の区分のためには「1 人当り日数」だけの分析だけでも十分であるた

め，本研究では，そのような区分をしない．

３　「相対価値点数」は各々の行為コードの点数の「単純合」ではなく，行為コード別の頻度を考慮した

「加重合（weighted sum）」でなければならないため，本研究においては健康保険審査評価院（HIRA）

の健康保険請求 DW（Data Warehouse）に構築されている行為コード別頻度および支出の資料を分析

した丁炯先・姜吉源・辛政祐（2015）の結果を活用して各年度の「相対価値点数」を算出する．
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